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�愛媛県告示第８２５号
理容師法（昭和２２年法律第２３４号）第１１条の４第２項の規定によ

り、次のとおり講習会を指定した。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 講習会の名称

管理理容師資格認定講習会

２ 主催者

東京都江東区有明３丁目１番２５号

財団法人理容師美容師試験研修センター

３ 講習日

平成２０年１１月１０日、平成２０年１１月１７日、平成２０年１２月１日の３

日間

４ 講習場所

松山市宮田町１３２番地

ピュアフル松山（勤労会館）

５ 受講料

１４，０００円

�愛媛県告示第８２６号
美容師法（昭和３２年法律第１６３号）第１２条の３第２項の規定によ

り、次のとおり講習会を指定した。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 講習会の名称

管理美容師資格認定講習会

２ 主催者

東京都江東区有明３丁目１番２５号

財団法人理容師美容師試験研修センター

３ 講習日

平成２０年１１月１０日、平成２０年１１月１７日、平成２０年１２月１日の３

日間

４ 講習場所

松山市宮田町１３２番地

ピュアフル松山（勤労会館）

５ 受講料

１４，０００円

�愛媛県告示第８２７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ジョー・プラ 松山市朝生田町五丁
目１番２５号

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社ママイ
大西 彰
セガミメディクス株
式会社
堤製パン株式会社
株式会社ちぐさ
株式会社つるや
田中商事株式会社
株式会社フジカワ
株式会社ドリーム
有限会社高井商店
株式会社デオデオ
株式会社パーク・ラ
ンド
株式会社しまむら
株式会社文具生活Ｄ
Ｓ

株式会社ママイ
大西 彰
セガミメディクス株
式会社
堤製パン株式会社
株式会社ちぐさ
株式会社つるや
田中商事株式会社
株式会社フジカワ
株式会社ドリーム
有限会社高井商店
株式会社デオデオ
株式会社パーク・ラ
ンド
株式会社しまむら
株式会社文具生活Ｄ
Ｓ
株式会社ジャパンア
ルテック

平成１９年
１２月１９日

平成２０年
５月７日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛 媛 県 報平成２０年５月２３日 第１９６６号

６４５



��������������

�������
�愛媛県告示第８２９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

松山市磯河内地域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、同条

第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書の写しを

縦覧に供する。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農地保全事業・粟井地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２０年５月２６日から６月２０日まで

３ 縦覧場所

松山市役所北条支所

�������
�愛媛県告示第８３０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

松山市小川及び磯河内地域に係る県営土地改良事業計画を定めたの

で、同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書

の写しを縦覧に供する。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・粟井地区）計画書の写

し

２ 縦覧期間

平成２０年５月２６日から６月２０日まで

３ 縦覧場所

松山市役所北条支所

�������
�愛媛県告示第８３１号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第８２８号
農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第８３３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、平成２０年度分の交

付金、負担金及び補助金から適用する。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（事業遂行状況報告）

第７条 市町又は県農業会議は、交付金等の交付の決定を受けた年

度の各四半期（第４四半期を除く。）の末日現在において交付金

等交付事業の遂行の状況報告書（様式第６号の�又は�）を作成

し、当該四半期の最終月の翌月の１５日までに知事に提出しなけれ

ばならない。ただし、知事が別に定める概算払請求書をもつてこ

れに代えることができる。

様式第６号の�（第７条関係）

（事業遂行状況報告）

第７条 市町又は県農業会議は、交付金等の交付の決定を受けた年

度の１１月１日 現在において交付金

等交付事業の遂行の状況報告書（様式第６号の�又は�）を作成

し、その月 の１５日までに知事に提出するもの

とする 。ただし、知事が別に定める概算払請求書をもつてこ

れに代えることができる。

様式第６号の�（第７条関係）

省略 省略

事 業 の 遂 行 状 況

備考

事 業 の 遂 行 状 況

備考
区 分

第 四半期までに完了したもの
区 分

１１月１日までに実施したもの

事 業 費 出 来 高 事 業 費 出 来 高

円 円 円 円

注 省略

様式第６号の�（第７条関係）

注 省略

様式第６号の�（第７条関係）

省略 省略

事 業 の 遂 行 状 況

備考

事 業 の 遂 行 状 況

備考
区 分

第 四半期までに完了したもの
区 分

１１月１日までに実施したもの

事 業 費 出 来 高 事 業 費 出 来 高

円 円 円 円

注 省略 注 省略

愛 媛 県 報平成２０年５月２３日 第１９６６号

６４６
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�愛媛県告示第８３２号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第８３３号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第８３４号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第８３６号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という。）第

２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する工事のしゅん

功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、四国中央市役所におい

て告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧することができ

る。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

四国中央市

四国中央市三島宮川４丁目６番５５号

代表者 四国中央市長 井原 巧

四国中央市三島宮川３丁目４番１５号

２ 埋立区域

� 位置

ア １工区

四国中央市寒川町字岩崎４７８１番から同市寒川町字神ノ木２２９

番１までの地先公有水面

イ ２－１工区

四国中央市寒川町字神ノ木２２９番１までの地先公有水面

� 区域

ア １工区

�愛媛県告示第８３５号
漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条第１項

の規定による同意を求めるための事前届出があったので、同政令第５条第３項の規定により、１のとおり公示し、及び２のとおり指定漁船

調書を縦覧に供する。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出事項

（南予地方局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

西宇和郡伊方町仁田之浜９８１

由 井 保 吉

西宇和郡伊方町湊浦３６－１

中 田 文 孝

西宇和郡伊方町豊之浦７０６－２

稲 田 昌 彦
伊 方 八幡浜漁業協同組合

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成２０年５月２３日から同年６月６日まで

� 縦覧場所

次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ当該右欄に掲げる場所

南予地 方 局 管 内 の 加 入 区 南 予 地 方 局 産 業 経 済 部
八 幡 浜 支 局 水 産 課

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ため池等整備事業 半吉谷地区 平成２０年３月２１日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ため池等整備事業 八王子地区 平成２０年３月２５日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ため池等整備事業 籠地区 平成２０年３月２５日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

農地保全整備事業 大下地区 平成２０年３月２２日

愛 媛 県 報平成２０年５月２３日 第１９６６号

６４７



次の各点を順次直線で結んだ線並びに１点と９点を結ぶ平成

１４年の秋分の満潮位（Ｄ．Ｌ．＋４．３３メートル）における公有

水面と陸地との境界線により囲まれた区域

基点（国土地理院「浜之前（偏心点）」四等三角点、四国中

央市中之庄町１６７１番１）は、北緯３３度５８分４４．１２２５秒、東経１

３３度３１分２８．３７６８秒の地点

１点は、基点から真北２１８度５２分１３秒、９０５．２１メートルの地

点

７点は、１点から真北３２７度２７分０５秒、１５９．８９メートルの地

点

８点は、７点から真北５７度２７分０５秒、４００．３０メートルの地点

９点は、８点から真北１４７度２７分０４秒、１５４．２５メートルの地

点

イ ２－１工区

次の各点を順次直線で結んだ線並びに９点と１１点を結ぶ平成

１４年の秋分の満潮位（Ｄ．Ｌ．＋４．３３メートル）における公有

水面と陸地との境界線により囲まれた区域

基点（国土地理院「浜之前（偏心点）」四等三角点、四国中

央市中之庄町１６７１番１）は、北緯３３度５８分４４．１２２５秒、東経１

３３度３１分２８．３７６８秒の地点

９点は、基点から真北２０３度３３分２１秒、５３８．０４メートルの地

点

８点は、９点から真北３２７度２７分０４秒、１５４．２５メートルの地

点

１０点は、８点から真北５７度２７分１０秒、１９．２０メートルの地点

１１点は、１０点から真北１４７度２７分０５秒、１５０．７７メートルの地

点

� 面積

ア １工区 ６９，９９７．９２平方メートル

イ ２－１工区 ２，９２８．５２平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１６年２月４日 愛媛県指令１５港第２６９号

４ しゅん功認可年月日

平成２０年５月１４日

�������
�愛媛県告示第８３７号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第１項の規定に基づき、

国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量を実施する旨の通

知があった。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（基準点測量）

２ 作業期間 平成２０年６月２５日から

平成２１年３月１０日まで

３ 作業地域 新居浜市

�������
�愛媛県告示第８３８号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、大洲市長から次のとおり公共測量が終

了した旨の通知があった。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 公共測量

（長浜都市計画事業大和（郷）土地区画整理事業

出来形確認測量）

２ 作業期間 平成１９年７月２０日から

平成２０年３月２１日まで

３ 作業地域 大洲市長浜町下須戒
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�愛媛県告示第８３９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

西条市港新地土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２０年５月２３日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

�������
�愛媛県告示第８４０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第５７条の２第１項の規定に

より、道前平野土地改良区の志河川ダム（管理所、電気施設、通信

施設、その他の附帯施設を含む。以下「ダム」という。）の管理規

程を認可したので、同条第４項の規定に基づき、当該管理規程の概

要を次のとおり公告する。

平成２０年５月２３日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

１ 貯水、放水又は取水に関する事項

� 貯水に関する事項

ア ダムの満水位は標高１３３．７０メートル、低水位は標高１１７．９０

メートルとする。

イ ダムの水位は、取水搭に取り付けられた水位計の示度によ

るものとする。

ウ ダム管理責任者（以下「管理者」という。）は、ダム容量

配分計画により毎年ダムに貯水するものとする。

エ かんがい用水のための利用は、標高１１７．９０メートルから標

高１３３．７０メートルまでの容量、最大９５５，０００立方メートルを

利用して行うものとする。

� 放水に関する事項

ア ダムから放流を行う場合の放流量は、洪水時を除き、原則

として下流の水位に急激な変動を生じないようにしなければ

ならない。

イ 管理者は、ダムから放流することによって下流の水位に著

しい変動を生じると認められるときは、関係機関に通知する

とともに、一般に周知させるため必要な措置をとらなければ

ならない。

� 取水に関する事項

ア かんがい期間は、左岸１６号分水工ブロックかんがい期にあ

っては６月６日から１０月６日まで、道前平野地区裏作かんが

い期にあっては、１０月７日から翌年の６月５日までとする。

イ かんがい用水のためのダムからの取水量は、次に掲げる量

を基準とする。

� ６月６日から７月１０日までは、毎秒０．４１７立方メートル

とする。

� ７月１１日から１０月６日までは、毎秒０．２９８立方メートル

とする。

� １０月７日から翌年６月５日までは、毎秒０．３４３立方メー

トルとする。

愛 媛 県 報平成２０年５月２３日 第１９６６号

６４８
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� 年間総量は、１，９３０，０００立方メートルとする。

２ その他管理規程に記載されている事項

� ダムの操作、点検及び整備に関する事項

ア 取水口ゲートは、次の各号の一に該当する場合に限り、こ

れを操作するものとする。

� 貯留制限流量を放流する必要があるとき。

� かんがい用水を取水する必要があるとき。

� ダムの点検もしくは整備のため必要があるとき。

� その他特にやむを得ない必要があるとき。

イ 放流ゲート及び副ゲートは、次の各号の一に該当する場合

に限り、これを操作するものとする。

� 貯留制限流量を放流する必要があるとき。

� かんがい用水を放流する必要があるとき。

� ダムの点検もしくは整備のため必要があるとき。

� その他特にやむを得ない必要があるとき。

ウ 管理者は、ダム及び貯水池並びにこれらの管理上必要な機

械、器具及び資材は、定期に及び時宜によりその点検及び整

備を行うことにより、常時良好な状態に維持しなければなら

ない。

� 緊急事態における措置に関する事項

ア 管理者は、次の各号の一に該当する場合においては、洪水

警戒態勢をとらなければならない。

� 松山地方気象台からダムの直接集水地域が該当する予報

区東予東部地方に、大雨・洪水注意報又は警報が発せられ

たとき。

� その他洪水が予想されるとき。

イ 管理者は、松山地方気象台から愛媛県西条市において震度

階級４以上の地震が発表されたとき又はダム底部に設置した

地震計により観測された地震動の最大加速度が２５ｇａｌ以上

である地震のときは、直ちに堤体等の異常の有無を点検し、

異常を認めたときは速やかに必要な措置をとらなければなら

ない。

ウ 管理者は、ダムの貯水状況及び長期にわたる降雨量の予報

等を勘案して、かんばつの恐れがあると認めたときは、関係

機関と協議し、取水に関する節水計画をたて、著しい用水不

足を生じないよう努めなければならない。

� その他施設の管理に関し必要な事項

ア 管理者は、気象及び水象について、次に掲げる事項を定期

的に観測しなければならない。

� 気象関係

天気、気温、降雨量

� 水象関係

水位、流入量、放流量、取水量

イ 管理者は、毎年１回又は洪水の直後で必要があると認めた

ときは、ダムの堆砂状況を調査しなければならない。

ウ 管理者は、堤体に設置された測定機器により、揚圧力、漏

水量について調査又は観測を行わなければならない。

エ 管理者は、ダム管理日誌を備え、次の各号に掲げる事項に

ついて記録しなければならない。

� ア、イ及びウによる調査又は観測の結果

� ダムの状況及び点検整備に関する事項

� 緊急時における措置に関する事項

� ゲートの操作を行ったときは、操作の理由、操作の時刻、

開度、取水量又は放流量

� その他ダムの管理に関する事項

�愛媛県告示第８４１号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１７）第１５８３２号 平成１７年
１０月２５日 �ヒメリフト 高橋 弘子 今治市玉川町法界寺甲４４

－３
平成２０年
４月１日 機械器具設置工事業 建設業の廃止

（般－１８）第５１１７号 平成１８年
８月５日 �堀川 堀川 岩男 今治市長沢甲１１８８ 平成２０年

４月８日 水道施設工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１８）第１４８１９号 平成１８年
９月２５日 �サコーマリン 佐光千代子 新居浜市阿島１－１－６７ 平成２０年

４月８日 土木工事業 建設業の廃止

（般・特－１６）第１５５３５号 平成１６年
４月２２日 佐光建設� 佐光 重英 新居浜市阿島１－１－６７ 平成２０年

４月８日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業
鋼構造物工事業
しゅんせつ工事業
造園工事業

建設業の廃止

（般－１９）第１０５９０号 平成１９年
７月２７日 �イージーエス 藤田 文男 新居浜市新田町３－１－

３９
平成２０年
４月１４日

左官工事業
とび・土工工事業
ほ装工事業
造園工事業

建設業の廃止

（般－１９）第２４３５号 平成１９年
１２月２０日 津吉鉄筋工業 津吉 正利 今治市鯉池町３－１－６ 平成２０年

４月２１日 鉄筋工事業 建設業の廃止

（般－１７）第１５７９１号 平成１７年
８月８日 �二友建設 高橋 圭介 西条市明神木１６２－４ 平成２０年

４月２１日
土木工事業
建築工事業
鋼構造物工事業

建設業の廃止

（特－１７）第８号 平成１８年
２月２３日 �黒川工務店 黒川 尚史 西条市大町５１９－２ 平成２０年

４月３０日

土木工事業
建築工事業
とび・土工工事業
鋼構造物工事業

建設業の廃止

愛 媛 県 報平成２０年５月２３日 第１９６６号

６４９
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�愛媛県告示第８４２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、今治市から協議のあった市営土地改良事業（ため池等整備事

業・黒谷地区）の施行に平成２０年５月８日同意した。

平成２０年５月２３日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

�������
�愛媛県告示第８４３号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定した。

平成２０年５月２３日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

１ 指定年月日及び番号

平成２０年５月９日 １９四土建（道）第１６号

２ 道路の位置

四国中央市金生町下分字小山３４８番の一部、３４９番の一部及び

３５１番１の一部

幅員 ４．００メートル

延長 ２８．１８メートル

３ 申請人の住所及び氏名

四国中央市川之江町１８５６番地３５

アルファ・プランニング 吉田 茂生

４ 図面省略

�愛媛県告示第８４４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８４５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８４６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（特－１８）第１４８９３号 平成１８年
１２月２６日 �森�組 森� 茂樹 四国中央市土居町上野２１

０３
平成２０年
４月３０日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業
鋼構造物工事業
ほ装工事業
しゅんせつ工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般・特－１６）第１５５２１号 平成１６年
４月９日 住鉱プランテック� 佐藤 好正 新居浜市新田町３－３－

２０
平成２０年
４月３０日

土木工事業
建築工事業
とび・土工工事業
屋根工事業
電気工事業
管工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
造園工事業

建設業の廃止
（一部）

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 波方環状線
今治市波方町波方甲２６２２番１８地先から

同市波方町波方甲２２６５番２１まで
平成２０年５月２３日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 岩城弓削線

越智郡上島町弓削土生１５８番２から

同郡上島町弓削土生１６７番地先まで
旧 １１．０～１４．５ ０．０８６

付図３‐１５
～３‐１９
Ｈ１９離道
改第１号
の２越智郡上島町弓削土生１５８番２から

同郡上島町弓削土生１１２番３まで
新 １２．０～１４．５ ０．０８６

愛 媛 県 報平成２０年５月２３日 第１９６６号

６５０
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�愛媛県告示第８４８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市志津川土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出が

あった。

平成２０年５月２３日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

退 任

�������
�愛媛県告示第８４９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

法第３０条第２項の規定により、道前道後土地改良区連合の定款の変

更を認可した。

平成２０年５月２３日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

�������
�愛媛県告示第８５０号
松山市から協議のあった市営土地改良事業（農業用道路整備事業・

饒地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年

法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する同法第８条第６

項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２０年５月２３日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

１ 縦覧に供するべき書類の名称

市営土地改良事業（農業用道路整備事業・饒地区）計画書の写

し

２ 縦覧期間

平成２０年５月２６日から６月２０日まで

３ 縦覧場所

松山市役所中島支所

�������
�愛媛県告示第８５１号
松山市から協議のあった市営土地改良事業（農業用用排水設備整

備事業・二神地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法

（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する同法

第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２０年５月２３日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

１ 縦覧に供するべき書類の名称

市営土地改良事業（農業用用排水設備整備事業・二神地区）計

画書の写し

２ 縦覧期間

平成２０年５月２６日から６月２０日まで

３ 縦覧場所

松山市役所中島支所

�������
�愛媛県告示第８５２号
松山市から協議のあった市営土地改良事業（農業用道路整備事業・

二神地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４

年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する同法第８条第

６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２０年５月２３日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

１ 縦覧に供するべき書類の名称

市営土地改良事業（農業用道路整備事業・二神地区）計画書の

写し

２ 縦覧期間

平成２０年５月２６日から６月２０日まで

３ 縦覧場所

松山市役所中島支所
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�愛媛県告示第８５３号
松山市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地改良

事業・斉院樋堰地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良

法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する同

�愛媛県告示第８４７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 岩城弓削線
越智郡上島町弓削土生１５８番２から

同郡上島町弓削土生１１２番３まで
平成２０年５月２３日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 弓削島循環線
越智郡上島町弓削土生１０８番３から

同郡上島町弓削土生１０５番まで
平成２０年５月２３日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 和 田 敏 明 東温市志津川７２番地

愛 媛 県 報平成２０年５月２３日 第１９６６号

６５１



��������������

��������������

��������������

法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２０年５月２３日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

１ 縦覧に供するべき書類の名称

市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業・斉院樋堰地区）

計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２０年５月２６日から６月２０日まで

３ 縦覧場所

松山市役所

�������
�愛媛県告示第８５４号
松山市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地改良

事業・庄地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭

和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する同法第８

条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２０年５月２３日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

１ 縦覧に供するべき書類の名称

市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業・庄地区）計画書

の写し

２ 縦覧期間

平成２０年５月２６日から６月２０日まで

３ 縦覧場所

松山市役所北条支所

�愛媛県告示第８５５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８５６号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８５７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２０中局建（開）第８号

平成２０年５月１５日
伊予郡松前町大字上高柳字上利水４６２番７

松山市東石井三丁目５番１０号
コーポパークサイドＤ－１０３号
佐 々 木 善 彦
佐 々 木 直 美

２０中局建（開）第９号

平成２０年５月１５日

伊予郡松前町大字浜字一町六反８３８番１、８３８番３、８３８番５、８３８番６、８３

８番７、８３８番８、８３８番９、８３９番３及び８４０番３

伊予郡松前町大字浜７１１番地７

満 田 泰 三

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般・特－１９）第２４０７号 平成１９年
９月２８日 �元親建設 大麦 和男 西予市野村町予子林８４７ 平成２０年

４月１日 管工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１７）第１０５３号 平成１７年
１２月１６日 �川中建設 川中 照美 宇和島市下波９３８ 平成２０年

４月７日 造園工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１５）第１３１５０号 平成１５年
１０月１日 兵頭住建� 兵頭 定幸 宇和島市津島町高田甲２４

４
平成２０年
４月９日

土木工事業
管工事業

建設業の廃止
（一部）

（般・特－１７）第１９３６号 平成１７年
４月１６日 �山本建設 山本 博士 北宇和郡鬼北町大字奈良

１６１５
平成２０年
４月１０日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業
管工事業
鋼構造物工事業
舗装工事業
しゅんせつ工事業
塗装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１７）第１３０６７号 平成１７年
５月１９日 �ホリタ建設 堀田 武則 大洲市新谷乙４９２－２ 平成２０年

４月１１日
土木工事業
とび・土工工事業 建設業の廃止

（般－１８）第６５１３号 平成１８年
１２月１日 山村造園� 山村 貞二 宇和島市津島町岩松１２５ 平成２０年

４月２３日
土木工事業
造園工事業 建設業の廃止

愛 媛 県 報平成２０年５月２３日 第１９６６号
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クリーニング師試験の施行について

クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第７条第１項の規定

による平成２０年度クリーニング師試験を次のとおり施行する。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の日時

平成２０年９月１１日（木）午前９時

２ 試験の場所

� 学科試験

松山市一番町四丁目４番地２ 愛媛県庁

� 実地試験

松山市一番町四丁目４番地２ 愛媛県庁

３ 受験願書の提出期間

平成２０年７月２８日（月）から８月４日（月）まで。ただし、郵

送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の提出先

県内居住者については住所地を管轄する保健所と、県外居住者

については愛媛県保健福祉部 健康衛生局 薬務衛生課とする。

５ その他

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８５８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２０年５月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 瀬田八多喜停車場線
大洲市上須戒丙２３番１地先から

同市上須戒丙２１番１５まで

旧 ５．８～１０．８ ０．１００

新 ７．６～１９．８ ０．１００

〃 〃 大洲市上須戒甲６４番８

旧 ４．６～６．０ ０．０４９

新 １０．０～１１．８ ０．０４９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 瀬田八多喜停車場線
大洲市上須戒丙２３番１地先から

同市上須戒丙２１番１５まで
平成２０年５月２３日

〃 〃 大洲市上須戒甲６４番８ 〃

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２０年５月１２日 特定非営利活動法人
ＮＰＯ今治センター 阿曽沼 温 良 今治市北日吉町二丁目４番２１号 この法人は、愛媛県内の住民及び、ボランティ

ア活動・地域の活性化活動・市民活動に取り組
む団体・個人及びハンディキャップを持った方
々に対して、保健・福祉・介護サービス・地域
の活性化・文化・芸術・スポーツ・環境の保全・
防災・災害支援・交通安全・人権・国際交流・
男女共同参画社会の促進・子どもの健全育成に
関する事業及び特定非営利活動を行う他の団体
の運営又は活動に関する連絡、協力に関する事
業を行い、不特定かつ多数のものの利益の増進
に寄与することを目的とする。

愛 媛 県 報平成２０年５月２３日 第１９６６号
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教育委員会公告

人事委員会規則

受験についての必要事項は、受験票により指示する。

�公 告

平成２１年度愛媛県公立学校教員採用選考試験の実施について

教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第１１条の規定により、

平成２１年度愛媛県公立学校教員採用選考試験を次の要領で実施する。

平成２０年５月２３日

愛媛県教育委員会

教育長 藤 岡 澄

１ 第１次選考試験の区分、期日及び場所

区 分 期 日 場 所

小 学 校 教 員
平成２０年７月２２日�から

２５日�まで

松山市立道後中学校
（松山市上市一丁目３
番５７号）
松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

中 学 校 教 員

（各教科）

平成２０年７月２２日�から

２５日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

高 等 学 校 教 員

（各教科〔科目〕） 平成２０年７月２２日�から

２５日�まで

松山北高等学校
（松山市文京町４番地
１）

特別支援学校教員

養 護 教 員
平成２０年７月２２日�から

２４日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

栄 養 教 員

注１ 区分間の併願は、認めない。

２ 場所等を変更することがある。

２ 第２次選考試験

第２次選考試験の詳細は、第１次選考試験に合格した者に通知

する。

３ 受験申込受付期間

平成２０年５月２６日（月）から６月１６日（月）まで（郵送による

場合は、同日までの消印のあるものは受け付ける。）

４ 受験資格

次の各号のいずれにも該当する者とする。

� 試験の区分に相当する教員普通免許状を有する者又は平成２１

年３月３１日までにこの免許状を取得する見込みの者で大学等で

証明が得られるもの

� 昭和４９年４月２日以降に出生した者。ただし、高等学校の農

業、工業、商業又は水産の教員志願者については、昭和４４年４

月２日以降に出生した者

なお、他の都道府県で学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第

２条第２項に規定する国立学校又は公立学校の教員として勤務

している者（期限付任用又は臨時的任用である者を除く。）及

び栄養教員の志願者で公立義務教育諸学校の学級編制及び教職

員定数の標準に関する法律（昭和３３年法律第１１６号）第２条第

１項に規定する義務教育諸学校の学校栄養職員として本県で勤

務しているもの（期限付任用又は臨時的任用である者を除く。）

については、年齢を制限しない。

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号及び学校

教育法第９条各号のいずれにも該当しない者

５ 受験申込手続及び試験方法

平成２１年度愛媛県公立学校教員採用選考試験志願要項（以下

「志願要項」という。）を参照すること。

６ 志願要項及び出願関係用紙の入手方法

� インターネットによる場合

愛媛県のホームページから印刷して取り出すことができる。

� 郵送により請求する場合

封筒の表に「教員採用選考試験志願要項請求」と朱書し、１

４０円切手をはった、あて先明記の返信用封筒（角形２号）を同

封して下記まで請求すること。

〈請求先〉

志 願 種 別 あ て 先

小 学 校 教 員 志 願 者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２―２９４２中 学 校 教 員 志 願 者

高等学校教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課
電話（０８９）９１２―２９５２特別支援学校教員志願者

養 護 教 員 志 願 者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２―２９４２栄 養 教 員 志 願 者

�愛媛県人事委員会規則１３－１５７
管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年５月２３日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則

管理職員等の範囲を定める規則（愛媛県人事委員会規則１３－１６）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条、第３条関係） 別表（第２条、第３条関係）

機 関 職 機 関 職

省略 省略

愛 媛 県 報平成２０年５月２３日 第１９６６号
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知事部

局

本庁 部長 局長 技術監 えひめブ

ランド推進統括監 危機管理監

環境技術専門監 原子力安全

対策推進監 医監

高速道路推進

監 技幹 課長 室長 課長補

佐 室長補佐 技術課長補佐

技術室長補佐 所長 構造改

革班長 育樹祭調整班長 専門

員（秘書課及び財政課に属する

もの並びに人事係、組織定員

係、能力考査係、給与係及び法

令係が所掌する事務の全部又は

一部を専門事項とするものに限

る。）秘書 検査班長 船長

調整管理係長 政策・予算係

長 企画調整課企画係長 広域

政策係長 地域政策係長 地域

振興係長 人事係長 組織定員

係長 能力考査係長 給与係長

福利健康係長 共済・年金係

長 広報

係長 報道係長 広聴係長 庁

舎管理係長 自動車係長 守衛

係長 法令係長 表彰係長 担

当係長（秘書課及び財政課に属

するもの、予算を担当するもの

並びに人事係、給与係、福利健

康係及び法令係が所掌する事務

の 一 部 を 管 理 す る も の に 限

る。） 主任（秘書課及び財政

課並びに人事係、組織定員係、

能力考査係、給与係及び法令係

に属するものに限る。） 主事

（秘書課及び財政課並びに人事

係、組織定員係、能力考査係、

給与係及び法令係に属するもの

に限る。）

知事部

局

本庁 部長 局長 技術監 えひめブ

ランド推進統括監 危機管理監

原子力安全対策推進監監 循

環型社会推進監 医監 えひめ

ブランド推進監 高速道路推進

監 技幹 課長 室長 課長補

佐 室長補佐 技術課長補佐

技術室長補佐 所長 構造改

革班長 専門員

（秘書課及び財政課に属する

もの並びに人事係、組織定員

係、能力考査係、給与係及び法

令係が所掌する事務の全部又は

一部を専門事項とするものに限

る。）秘書 検査班長 船長

調整管理係長 政策・予算係

長 企画調整課企画係長 広域

政策係長 地域政策係長 人事

係長 組織定員

係長 能力考査係長 給与係長

福利健康係長 年金係長 人

事課職員厚生室共済係長 広報

係長 報道係長 広聴係長 庁

舎管理係長 自動車係長 守衛

係長 法令係長 表彰係長 担

当係長（秘書課及び財政課に属

するもの、予算を担当するもの

並びに人事係、給与係、福利健

康係及び法令係が所掌する事務

の 一 部 を 管 理 す る も の に 限

る。） 主任（秘書課及び財政

課並びに人事係、組織定員係、

能力考査係、給与係及び法令係

に属するものに限る。） 主事

（秘書課及び財政課並びに人事

係、組織定員係、能力考査係、

給与係及び法令係に属するもの

に限る。）

出 先

機関

地 方

局

本局 局長 部長 建設技術監 保健

統括監 医監 技幹 課長 室

長 課長補佐 室長補佐 技術

課長補佐 技術室長補佐 納税

班長 総務係長 地域政策課企

画調整係長

担当係長（総務係

に属するもののうち、人事

及び給与に関する事務を管理す

るものに限る。）

出 先

機関

地 方

局

本局 局長 部長 保健

統括監 医監 技幹 課長 室

長 課長補佐 室長補佐 技術

課長補佐 技術室長補佐 新ま

ちづくり支援班長 地方局再編

班長 納税班長 調整管理係長

企画広報係長 企画広報・し

まなみ係長 担当係長（調整管

理係に属するもののうち、人事

及び給与に関する事務を管理す

るものに限る。）

支局 支局長 保健統括監 技幹 課

長 室長 課長補佐 室長補佐

地域政策班長 技術課長補佐

技術室長補佐
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省略 省略

保 健

所

所長 技幹 課長 室長 課長

補佐 技術課長補佐

保 健

所

所長 技幹 課長 課長

補佐 技術課長補佐

家 畜

保 健

衛 生

所

所長 支所長 課長 家 畜

保 健

衛 生

所

所長 課長

家 畜

病 性

鑑 定

室

室長

省略 省略

保育専門学校 校長

省略 省略

衛生環境研究

所

副所長 課長 室長 課長補佐 衛生環境研究

所

副所長 課長 室長

省略 省略

産業技術研究

所

所長 部長 センター長 副部

長 室長

工業技術セン

ター

所長 次長 課長 室長

繊維産業試験

場

場長 技術支援室長 総務課長

紙産業研究セ

ンター

所長 技術支援室長 総務課長

窯業試験場 場長 技術支援室長

省略 省略

農林水産研究

所

所長 次長 部長 センター長

室長 総務課長

農業試験場 場長 次長 室長 総務課長

省略 省略

病害虫防除所 所長 病害虫防除所 所長 支所長

果樹試験場 場長 所長 室長（育種栽培室

長を除く。） 総務課長 分場

長

花き総合指導

センター

所長 研究指導室長 総務課長

畜産試験場 場長 室長 総務課長

養鶏試験場 場長 研究指導室長 総務課長

林業技術セン

ター

所長 室長 課長

水産試験場 場長 室長 総務課長 分場長

魚病指導セン

ター

所長

建設研究所 所長 総務課長

家畜病性鑑定

所

所長

省略 省略

愛 媛 県 報平成２０年５月２３日 第１９６６号

６５６



雑 報

教 育

委 員

会

事 務

局

本庁 教育長 副教育長 部長 課長

室長 管理主事 課長補佐

室長補佐 専門員（秘書事務

を専門事項とするもの、人事及

び給与について企画に関する事

務を専門事項とするもの並びに

法令指導係が所掌する事務の全

部又は一部を専門事項とするも

のに限る。） 総務係長 予算

係長 企画調整係長 法令指導

係長 教職員係長 担当係長

（教育総務課に属するものに限

る。） 主任（総務係に属する

もののうち秘書事務を担当する

もの並びに人事及び給与につい

て企画に関する事務を担当する

もの並びに法令指導係及び教職

員係に属するものに限る。）

主事（総務係に属するものの

うち秘書事務を担当するもの並

びに人事及び給与について企画

に関する事務を担当するもの並

びに法令指導係及び教職員係に

属するものに限る。）

教 育

委 員

会

事 務

局

本庁 教育長 教育次長 部長 課長

室長 管理主事 課長補佐

室長補佐 専門員（秘書事務

を専門事項とするもの、人事及

び給与について企画に関する事

務を専門事項とするもの並びに

法令指導係が所掌する事務の全

部又は一部を専門事項とするも

のに限る。） 総務係長 予算

係長 企画調整係長 法令指導

係長 教職員係長 担当係長

（教育総務課に属するものに限

る。） 主任（総務係に属する

もののうち秘書事務を担当する

もの並びに人事及び給与につい

て企画に関する事務を担当する

もの並びに法令指導係及び教職

員係に属するものに限る。）

主事（総務係に属するものの

うち秘書事務を担当するもの並

びに人事及び給与について企画

に関する事務を担当するもの並

びに法令指導係及び教職員係に

属するものに限る。）

省略 省略

教 育

機関

省略 教 育

機関

省略

えひめ青少年

ふれあいセン

ター

所長 所長補佐 青年の家 所長 所長補佐

省略 省略

省略 省略

備考 省略 備考 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、平成２０年５月１３日次のとおり裁決手続開始の決定をしたので公告する。

平成２０年５月２３日

愛媛県収用委員会

会長 矢 野 隆 三

１ 起業者の名称

愛媛県

２ 事業の種類

県道川之江大豊線改築工事（愛媛県四国中央市金田町半田字亀松地内から同市金田町金川字東山地内まで）

３ 収用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等
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不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土 地 所 有 者

住 所 氏 名

所 有 権 以 外 の

権 利 の 表 示 関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公 簿 現 況 公 簿
��

実 測
��

収用しようとす
る土地の実測��

受付年月日
受 付 番 号 種 類

愛媛県四
国中央市
金田町半
田字梨ノ
木

乙５０４番
１ 畑 畑 １２８ １２８．５１ １２８．５１

登記名義人亡藤田正廣法定相続人
持分２分の１
愛媛県四国中央市金田町半田乙２９３
番地の２

藤田 ハツヱ
持分４分の１
愛媛県四国中央市上分町４６７番地７

藤田 磯美
持分４分の１
愛媛県四国中央市金田町半田乙２８２
番地の１

合田 和豊

─── ─── ──────

乙５０４番
３ 雑種地 私道 ３８ ３８．８９ ３８．８９

登記名義人亡藤田正廣法定相続人
持分２分の１
愛媛県四国中央市金田町半田乙２９３
番地の２

藤田 ハツヱ
持分４分の１
愛媛県四国中央市上分町４６７番地７

藤田 磯美
持分４分の１
愛媛県四国中央市金田町半田乙２８２
番地の１

合田 和豊

─── ─── ──────

�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、平成２０年５月１３日次のとおり裁決手続開始の決定をしたので公告する。

平成２０年５月２３日

愛媛県収用委員会

会長 矢 野 隆 三

１ 起業者の名称

愛媛県

２ 事業の種類

県道川之江大豊線改築工事（愛媛県四国中央市金田町半田字亀松地内から同市金田町金川字東山地内まで）

３ 収用及び使用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等

収用使用

の区分

不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土 地 所 有 者

住 所 氏 名

所 有 権 以 外 の

権 利 の 表 示 関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公 簿 現 況 公 簿
��

実 測
��

収用及び使用しよう
とする土地の実測��

受付年月日
受 付 番 号 種 類

収 用

愛媛県四
国中央市
金田町半
田字西ノ
内

乙３１６番
６ 宅地 宅地 ３５２．８２ ３４９．７４ ２４．１２

愛媛県四国中央市金田町半田乙
３１６番地の６

大西 信行

昭和５８年
１２月２７日
第１５１５３号

根抵当権
愛媛県四国中央
市川之江町１７０６
番地１
川之江信用金庫

使 用

愛媛県四
国中央市
金田町半
田字西ノ
内

乙３１６番
６ 宅地 宅地 ３５２．８２ ３４９．７４ ５．９５

愛媛県四国中央市金田町半田乙
３１６番地の６

大西 信行

昭和５８年
１２月２７日
第１５１５３号

根抵当権
愛媛県四国中央
市川之江町１７０６
番地１
川之江信用金庫

平成２０年５月２３日 発行
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